
駿河台大学大学院学則

平成　３年　４月　１日制　　定

令和　６年　２月　８日最近改正

第１章　総 則

　

（目 的）

第１条　駿河台大学大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究め、又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い、文化の進展に寄与

することを目的とする。

（自己点検及び評価）

第１条の２　駿河台大学大学院（以下「本大学院」という。）は、教育研究水準の向上を図り、本大学院の目的及び社会的使命を達成するため、本大学院における教育研究活動等の状況に

ついて、自ら点検及び評価を行い、その結果を公表する。

２　本大学院は、前項の措置に加え、学校教育法に定めるところにより、本大学院の教育研究等の総合的な状況について、政令で定める期間ごとに、文部科学大臣の認証を受けた者による

評価を受けるものとする。

３　本大学院は前２項の結果を踏まえ、教育研究活動等について不断の見直しを行うことにより、水準の向上を図ることに努める。

（情報の公開）

第１条の３　本大学院は、本大学院における教育研究活動等の状況について、刊行物やホームページ等を通じて積極的に公表するものとする。

２　情報の公開に関し必要な事項は、別に定める。

第２章　組織

（研究科）

第２条　駿河台大学大学院に次の研究科及び専攻を置く。

　　　心理学研究科　　　　臨床心理学専攻

　　　　　　　　　　　　　犯罪心理学専攻

　　　総合政策研究科　　　法学専攻　

　　　　　　　　　　　　　経済・経営学専攻　

　　　　　　　　　　　　　メディア情報学専攻　

（教育研究上の目的）

第２条の２　各研究科の教育研究上の目的は次のとおりとする。

(1)　心理学研究科においては、幅広い視点と心理学的専門性に裏付けられた知識と技能をもって、心の問題に実際的に対処する専門家と共に、犯罪者・非行少年の矯正・更生の場での

心理学的問題の理解と解決に貢献できる人材の養成

(2)　総合政策研究科においては、法学、経済・経営学及びメディア情報学に関する専門知識・能力を有する職業人並びに地域的課題を総合的視点から実際的・実践的に解決しうる人材

の養成

（大学院の課程）

第３条　本大学院に、修士課程を置く。

２　修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。

３　修士課程における標準修業年限及び在学年限は次のとおりとする。

課　程 研究科 標準修業年限 在学年限

修士課程
心理学研究科

総合政策研究科
2年 4年

４　研究科は、その定めるところにより、学生が、職業を有している等の事情により、前項に定める標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了するこ

とを希望する旨を申し出たときは、その計画的な履修を認めることができる。

５　前項の規定により計画的な履修を認められた者の在学年限は、次のとおりとする。

課　程 研究科 在学年限

修士課程
心理学研究科

総合政策研究科
6年

（学生定員）

第４条　本大学院の学生定員は次のとおりとする。

研究科・専攻 入学定員 収容定員

心理学研究科　　　臨床心理学専攻

　　　　　　　　　犯罪心理学専攻

総合政策研究科　　法学専攻

　　　　　　　　　経済・経営学専攻

　　　　　　　　　メディア情報学専攻

１５名

１５名

７名

７名

７名

３０名

３０名

１４名

１４名

１４名

（教 員）

第５条　本大学院における授業及び研究指導は、大学院設置基準に規定する資格に該当する本学の各学部教授及び本大学院教授がこれを行う。ただし、特に必要のあると認められる場合

は、准教授をもってこれに充てることができる。

２　授業科目の担当については、特に必要のあると認められる場合は、専任又は兼任の講師をもってこれに充てることができる。

（組織的な研修等）　

第５条の２　本大学院は、教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、教員及び事務職員に必要な知識及び技能を習得させ並びにその能力及び資質を向上させるための研修（次項

に規定する研修に該当するものを除く。）その他必要な取組を行う。

２　学生に対する教育の充実を図るため、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を行う。

３　教員を除く指導補助者（第２４条の３に規定する指導補助者をいう。）に対し、必要な研修を行う。

（事務職員）

第６条　本大学院に必要な事務職員を置く。

（運営組織）

第７条　本大学院の各研究科に研究科委員会を置き、各専攻に専攻会議を置く。ただし、研究科委員会は専攻会議を兼ねることができる。

２　複数の学部を基礎とする複数の専攻で構成される研究科にあっては、研究科委員会に研究科運営委員会を置くことができる。

（研究科長等）

第８条　各研究科に研究科長を置き、各専攻に専攻長を置く。ただし、研究科長は、一の専攻について専攻長を兼ねるものとする。また、単一の学部を基礎とする研究科にあっては、研究

科長が複数の専攻長を兼ねることができるものとする。

２　複数の学部を基礎とする複数の専攻で構成される研究科にあっては、研究科長以外の専攻長を副研究科長とする。

３　研究科長は、学長の命を受けて研究科内の運営業務を遂行し、業務を処理するとともに、研究科に所属する教員を指揮監督する。

４　副研究科長は、研究科長を補佐する。

５　研究科長に事故あるときは、あらかじめ研究科長が指名した者が研究科長の職務を行う。　

（研究科委員会）

第９条　研究科委員会は、研究科長が招集し、その議長となる。

２　研究科委員会は、当該研究科の専任の教授及び准教授をもって組織する。

３　研究科委員会は、次に掲げる事項について審議し、学長が決定を行うに当たり意見を述べるものとする。

(1)　学生の入学及び課程の修了



(2)　学位の授与

(3)　前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、研究科委員会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの

４　研究科委員会は、前項に規定するもののほか、学長及び研究科長等がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。

５　その他、研究科委員会について必要な事項は、別に定める。

（専攻会議）

第９条の２　専攻会議は、専攻長が招集し、その議長となる。

２　専攻会議は、当該専攻の専任の教授及び准教授をもって組織する。

３　専攻会議は、前条第３項の事項のうち、当該専攻に係る事項について検討し、専攻長は研究科委員会に報告する。

（研究科運営委員会）

第９条の３　研究科運営委員会は、研究科長が招集し、その議長となる。

２　研究科運営委員会について必要な事項は、別に定める。

第３章　学年、学期及び休業日

（学年、学期及び休業日）

第10条　学年、学期及び休業日については、駿河台大学学則第１３条、第１４条及び第１５条の規定を準用する。

第４章　入学、転入学、再入学、転科及び転専攻

（入学の時期）

第11条　本大学院の入学の時期は、４月１日とする。

（入学資格）

第12条　本大学院の修士課程に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

(1)　学士の学位を有する者

(2)　外国において通常の課程による１６年の学校教育を修了した者

(3)　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者

(4)　我が国において、外国の大学の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し

た者

(5)　外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとし

て文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３年以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修す

ることにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）によ

り、学士の学位に相当する学位を授与された者　

(6)　専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以

後に修了した者

(7)　文部科学大臣の指定した者

(8)　大学に３年以上在学し、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと研究科委員会が認めた者

(9)　個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると研究科委員会が認めた者で、２２歳に達した者

（入学の出願）

第13条　本大学院の入学を志願する者は、所定の入学願書及び別に定める書類に所定の入学検定料を添えて願い出なければならない。

２　出願手続について必要な事項は、別に定める。

（入学者の選抜）

第14条　入学者の選抜は、入学者受入れの方針に基づき、公正かつ妥当な方法により、適切な体制を整えて実施する。

２　入学者の選抜は、研究科委員会の議を経て、学長が行う。

３　入学者受入れの方針は、別に定める。

（入学手続及び入学許可）

第15条　前条の選考の結果に基づく合格者は、誓約書、保証書、その他本大学院が必要と認める書類を所定の期日までに提出し、別に定める学費を所定の期日までに納付しなければならな

い。

２　保証書の保証人は、父母とし、学生の在学中に関する一切の事項及び一切の債務（但し２００万円を上限とする）について保証しなければならない。ただし、父母が保証人となること

のできない場合は、親族又は縁故者とする。

３　学長は、第１項の入学手続を完了した者に入学を許可する。

（転入学及び再入学）

第16条　本大学院以外の大学院の学生が、所属大学の学長又は研究科長等の承認書を添えて本大学院に転入学を志願したときは、学年の始めに限り、研究科委員会の議を経て、学長がこれ

を許可することがある。ただし、心理学研究科臨床心理学専攻への転入学は認めない。

２　本大学院を正当の理由で退学した者が再入学を願い出たときは、学年の始めに限り、研究科委員会の議を経て、学長がこれを許可することがある。

（転科及び転専攻）

第16条の２　本大学院に在学する者が、他の研究科に転科を志願したときには、学年の始めに限り、研究科委員会の議を経て、学長がこれを許可することがある。

２　本大学院に在学する者が、研究科内の他の専攻に転専攻を志願したときには、学年の始めに限り、研究科委員会の議を経て、学長がこれを許可することがある。

３　第１項の定めるところにより転科を許可された者が、転科前に履修した科目及び修得した単位は、転入した研究科委員会の認定により、転入した研究科において履修した授業科目及び

修得した単位とすることができる。また、第２項の定めるところにより転専攻を許可された者が、転専攻前に履修した授業科目及び修得した単位につき、当該研究科委員会の認定を受け

たときも、また同様とする｡

４　第１項及び第２項の規定にかかわらず、心理学研究科臨床心理学専攻への転科及び転専攻は認めない。

第５章　休学、復学、転学、留学及び退学

（休 学）

第17条　病気その他やむを得ない事由により、引き続き２カ月以上修学することができない者は、その事由を具して保証人連署の上、学長に願い出て、許可を得て休学することができる。

（休学期間）

第18条　休学期間は、休学を許可された月の初日から学期又は学年の終わりまでとする。ただし、特別の事由がある場合は、１年を限度として、休学期間の延長を認めることができる。

２　休学期間は、通算して２年を超えることができない。

３　休学期間は、在学年数に算入しない。

（復 学）

第19条　休学期間が満了し、又は休学の事由が消滅したときは、学長の許可を得て復学することができる。

２　復学の時期は、学年の始めとする。

（転 学）

第20条　他の大学院へ入学又は転入学を志願しようとする者は、学長に転学願を提出し、許可を受けなければならない。

（留 学）

第21条　外国の大学院、又はそれに準ずる高等教育、研究機関等 （以下「外国の大学院等」という。）に留学を志願する者は、教育研究上有益と認められた場合に限り、学長の許可を得

て留学することができる。

２　削除

（願い出による退学）

第22条　病気その他やむを得ない事由のため退学しようとする者は、保証人連署の退学願を提出し、学長の許可を受けなければならない。

（命令による退学）

第23条　次の各号のいずれかに該当する者は、研究科委員会の議を経て、学長が退学を命ずる。

(1)　学費の納付を怠った者

(2)　第３条に定める在学年限を超えた者

(3)　学業を怠り、又は回復困難な病気により成業の見込みがないと認められる者

(4)　第１８条に定める休学期間を超えてもなお修学ができない者



(5)　長期間にわたって行方不明の者

(6)　外国人留学生で、出入国管理及び難民認定法に定める中長期在留者の資格を有しない者

第６章　教育課程及び履修方法等

（教育課程の編成方針）

第24条　本大学院は、修了認定・学位授与の方針及び教育課程編成・実施の方針に基づき、その教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設するとともに学位論文の作成等に対す

る指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し、体系的に教育課程を編成する。

２　教育課程の編成に当たっては、本大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力を修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう配慮する。

３　修了認定・学位授与の方針及び教育課程編成・実施の方針は、別に定める。

（教育方法）

第24条の２　本大学院の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する研究指導によって行う。

２　本大学院は、学生に対して、授業及び研究指導の方法並びに１年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示する。

３　本大学院は、学生に対して、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっての基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準に従って適切に行う。

（指導補助者）

第24条の３　本大学院は、各授業科目について、当該授業科目を担当する教員以外の教員、学生その他の大学院が定める者（以下「指導補助者」という。）に補助させることができ、ま

た、十分な教育効果を上げることができると認められる場合は、当該授業科目を担当する教員の指導計画に基づき、当該授業科目を担当する教員以外の教員に授業の一部を分担させるこ

とができる。

（授業科目、単位数、履修方法）

第25条　本大学院修士課程の授業科目、単位数及び履修方法は、別表第Ⅰのとおり定める。

２　前項の授業は、文部科学大臣の定めるところにより、多様なメディアを高度に利用して当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。

（単位の計算方法）

第26条　各授業科目の単位数は、１単位に必要な学修時間を授業時間及び授業時間外を合わせて４５時間を標準とし、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより、又はこれら

の併用など授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、おおむね１５時間から４５時間までの範囲で本学が定める時間の授業をもって１単位と

して単位数を計算する。

（他研究科の授業科目の履修）

第27条　各研究科において、教育研究上特に必要ある場合は、本大学院の他研究科の授業科目を履修させることができる。

２　前項の規定により履修した授業科目の単位は、１０単位を超えない範囲で、本大学院において履修したものとみなすことができる。

３　前２項の規定は、学生が、外国の大学院に留学する場合及び外国の大学院が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場合について準用する。

（他大学院及び大学共同利用機関における授業科目の履修）

第27条の２　教育研究上有益と認めるときは、予め協議を行った他の大学院及び本大学院が特に認めた大学共同利用機関の授業科目を履修させることができる。

２　前項の規定により履修した授業科目の単位は、１５単位を超えない範囲で、本大学院において履修したものとみなすことができる。

（入学前の既修得単位等の認定）

第27条の３　教育研究上有益と認めるときは、学生が本大学院に入学する前に大学院において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を、本

大学院に入学した後の本大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

２　前項の規定により認定できる単位数は、１５単位を超えないものとし、第２７条の２の規定により本大学院において履修したものとみなす単位数と合わせて、２０単位を超えないもの

とする。

（専攻科目、研究指導教授）

第28条　学生は、授業科目のうちから専門に研究しようとする科目を選び、当該科目の演習を担当する教員によって研究指導を受けるものとする。

２　前項に規定する授業科目を、その学生の専攻科目と称し、学生の研究指導を担当する教員を研究指導教授という。

第７章　試験及び単位の授与

（試 験）

第29条　所定の授業科目を履修した者に対しては、毎学期末に試験を行う。ただし、必要があると認めるときは、その他の時期においても行うことができる。

２　病気その他やむを得ない事由により受験できなかった者については、追試験を行うことができる。

３　試験の方法、成績評価の方法等は、研究科委員会が定める。

（単位の授与）

第30条　授業科目を履修し、その成績評価基準を満たした者には、所定の単位を与える。

２　修士課程の履修科目の成績は、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｆの４段階をもって表示し、Ａ・Ｂ・Ｃを合格、Ｆを不合格とする。

第８章　課程修了及び学位授与

（修了要件）

第31条　修士課程の修了の要件は、本大学院に２年以上在学し、総合政策研究科は３２単位以上、心理学研究科臨床心理学専攻は４０単位以上、心理学研究科犯罪心理学専攻は３４単位以

上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、１年以上在学すれば

足りるものとする。

（大学院における在学期間の短縮）　

第31条の２　第２７条の３第１項の規定により本大学院に入学する前に修得した単位を本大学院において修得したものとみなす場合であって、当該単位の修得により、教育課程の一部を履

修したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して１年を超えない範囲で本大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし、修士課程につい

ては、当該課程に少なくとも１年以上在学するものとする。

（学位の授与）

第32条　修士課程を修了した者には、駿河台大学学位規程の定めるところにより、修士の学位を授与する。

２　駿河台大学学位規程は、別に定める。

第９章　委託生、研究生等、科目等履修生等及び外国人留学生

（委託生）

第33条　公の機関又は民間団体等からの委託によって本大学院の特定の授業科目について聴講を希望する者があるときは、研究科委員会の議を経て、委託生として、学長がこれを許可す

る。

（研究生）

第34条　本大学院において特定課題について研究指導を希望する者があるときは、研究科委員会の議を経て、研究生として、学長がこれを許可する。

（臨床心理研究生）　

第34条の２　本学大学院心理学研究科臨床心理学専攻修了者において公認心理師又は臨床心理士となろうとする者に必要な知識及びその応用能力の学習指導を希望する者があるときは、心

理学研究科委員会の議を経て、臨床心理研究生として、学長がこれを許可する。　

（特別科目等履修生）

第35条　他の大学院の学生が、本大学院において特定の授業科目を履修しようとするときは、当該大学院との協議に基づき、研究科委員会の議を経て、特別科目等履修生として、学長がこ

れを許可する。

（科目等履修生）

第36条　本大学院において特定の授業科目を聴講することを希望する者があるときは、研究科委員会の議を経て、科目等履修生として、学長がこれを許可する。

（外国人留学生）

第37条　外国人であって、第１２条に規定する入学資格を有する者が、本大学院に入学を志願するときは、日本政府、日本政府の承認した外国政府若しくは日本駐在の外国公館の発行した

身分証明書、又はこれに準ずる証明書のある者に限り、研究科委員会の議を経て、学長がこれを許可する。

（その他）

第38条　委託生、研究生等、科目等履修生等及び外国人留学生について必要な事項は、別に定める。

２　第３３条、第３５条及び第３６条の規定にかかわらず、心理学研究科臨床心理学専攻においては、委託生、特別科目等履修生及び科目等履修生の受け入れは行わない。

第10章　入学検定料及び学費



（入学検定料）

第39条　入学志願者は、入学検定料を納付しなければならない。

２　入学検定料については、別表第Ⅱ－１のとおりとする。

（学 費）

第40条　学費は、入学金、授業料、施設費及び実験・実習費とし、その額は、別表第Ⅱ－２のとおりとする。

２　休学期間中は、授業料、施設費及び実験・実習費を免除する。ただし、在籍料を納付しなければならない。

３　学費については、本学所定の手続きにより特別に減免を行う場合がある。減免について必要な事項は、別に定める。　

４　学費の納期、納付方法等について必要な事項は、別に定める。

（納付した学費等）

第41条　既に納付された入学検定料及び学費は、原則として返還しない。

第11章　研 究 施 設 等

（施設等）

第42条　本大学院には、その教育研究に必要な講義室、研究室、演習室等を備えるものとする。

２　本大学院の学生は、本学のメディアセンター、厚生保健施設等を利用できる。

第12章　賞 罰

（賞 罰）

第43条　賞罰に関しては、駿河台大学学則第５０条及び第５１条の規定を準用する。ただし、教授会とあるのは研究科委員会と読み替えるものとする。

第13章　奨 学 生

（奨学生）

第44条　本大学院に奨学生を置くことができる。

２　奨学生に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この学則は、平成３年４月１日から施行する。

この学則は、平成５年４月１日から施行する。

この学則は、平成６年４月１日から施行する。

この学則は、平成７年４月１日から施行する。

この学則は、平成８年４月１日から施行する。

この学則は、平成９年４月１日から施行する。

この学則は、平成１０年４月１日から施行する。

この学則は、平成１１年４月１日から施行する。ただし、第２５条の規定に関し、平成１０年度以前の入学者については、なお、従前の例による。

この学則は、平成１２年４月１日から施行する。ただし、第２５条及び第３１条の規定に関し、平成１１年度以前の入学者については、なお、従前の例による。

この学則は、平成１３年４月１日から施行する。ただし、第２５条の規定に関し、平成１１年度以前の入学者については、なお、従前の例による。

この学則は、平成１４年４月１日から施行する。ただし、第２５条の規定に関し、経済学研究科の平成１３年度以前の入学者については、なお、従前の例による。

２　第２７条の２の大学共同利用機関とは、次の機関をいう。

（１）　国文学研究資料館史料館

この学則は、平成１５年４月１日から施行する。

２　第２５条の規定に関し、経済学研究科の平成１３年度以前の入学者については、なお、従前の例による。

３　別表第Ⅱの入学検定料については、平成１４年度中に受験する志願者から適用する。

この学則は、平成１６年４月１日から施行する。ただし、別表第Ⅲの入学検定料については、平成１５年度中に受験する志願者から適用する。

この学則は、平成１７年４月１日から施行する。

２　法学研究科及び文化情報学研究科については、平成１７年３月３１日に当該研究科に在学する学生が当該研究科に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。

３　別表第Ⅲの入学検定料については、平成１６年度中に受験する志願者から適用する。

この学則は、平成１７年９月１日から施行する。

この学則は、平成１８年３月１日から施行する。

この学則は、平成１８年４月１日より施行する｡

２　第２５条の規定に関し、経済学研究科における平成１７年度以前の入学者については、なお従前の例による。

３　別表第Ⅲの入学検定料については平成１７年度中に受験する志願者から適用する。

この学則は、平成１９年４月１日から施行する。

２　第２５条及び第３１条２項の規定に関し、法務研究科における平成１８年度以前の入学者については、なお従前の例による。

３　別表第Ⅲの入学検定料については平成１８年度中に受験する志願者から適用する。

この学則は、平成２０年４月１日から施行する。

２　第２５条の別表第Ⅱに関する平成１９年度以前の入学者の適用については、「国際法」及び「証券取引法」をそれぞれ「国際法Ⅰ」及び「金融商品取引法」に読み替えるものとする。

３　別表第Ⅲの入学検定料については平成１９年度中に受験する志願者から適用する。

この学則は、平成２１年４月１日から施行する。

２　第２５条の規程に関し、経済学研究科における平成２０年度以前の入学者については、なお、従前の例による。

３　第３１条第２項の規程及び別表第Ⅱに関し、平成２０年度以前の入学者については、なお従前の例による。　

この学則は、平成２２年４月１日から施行する。

２　第４条の規程に関し、平成２１年度以前の入学者については、なお、従前の例による。

３　第２５条の規定に関し、経済学研究科、現代情報文化研究科文化情報学専攻及び現代情報文化研究科法情報文化専攻における平成２１年度以前の入学者については、なお従前の例によ

る。

４　別表第Ⅲの入学検定料については平成２１年度中に受験する志願者から適用する。

この学則は、平成２２年６月１日から施行する。

２　第３１条第２項の規定に関し、法務研究科における平成２１年度以前の入学者については、なお従前の例による。　

この学則は、平成２３年４月１日から施行する。　

２　第２５条の規定に関し、心理学研究科における平成２２年度以前の入学者については、なお従前の例による。

３　別表第Ⅲの入学検定料については平成２３年度中に受験する志願者から適用する。

この学則は、平成２４年４月１日から施行する。　

２　第２５条の規定に関し、法務研究科における平成２３年度以前の入学者については、なお従前の例による。　

この学則は、平成２５年４月１日から施行する。　

２　第４条の規定にかかわらず、法務研究科法曹実務専攻の平成２５年度及び平成２６年度の収容定員は、次のとおりとする。　

研究科・専攻 平成２５年度 平成２６年度

法務研究科法曹実務専攻 ９６名 ４８名

この学則は、平成２６年４月１日から施行する。　

２　第４条の規定にかかわらず、経済学研究科経済・経営専攻及び現代情報文化研究科文化情報学専攻並びに現代情報文化研究科法情報文化専攻の平成２６年度の収容定員は、次のとおり

とする。　

研究科・専攻 平成２６年度

経済学研究科経済・経営専攻

現代情報文化研究科文化情報学専攻

１０名

１５名



現代情報文化研究科法情報文化専攻 １５名

この学則は、平成２７年４月１日から施行する。

この学則は、平成２７年７月１日から施行する。

この学則は、平成２８年４月１日から施行する。

この学則は、平成２８年６月１日から施行する。

この学則は、平成２９年４月１日から施行する。　

２　第４条の規定にかかわらず、心理学研究科法心理学専攻及び心理学研究科犯罪心理学専攻の平成２９年度の収容定員は、次のとおりとする。

研究科・専攻 平成２９年度

心理学研究科法心理学専攻

心理学研究科犯罪心理学専攻

１５名

１５名

３　別表第Ⅰ「２.総合政策研究科」に関する平成２９年３月３１日以前の入学者の適用については、なお、従前の例による。　

この学則は、平成３０年４月１日から施行する。

２　第２５条及び第３１条の規定に関し、平成２９年度以前の入学者については、なお、従前の例による。

この学則は、平成３１年４月１日から施行する。　

２　第２８条の２については、平成３１年３月３１日に当該研究科・専攻に在学する学生が、当該研究科・専攻に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。

この学則は、令和２年４月１日から施行する。

この学則は、令和２年１０月１日から施行する。

この学則は、令和３年４月１日から施行する。

２　別表第Ⅰ「２.総合政策研究科」に関する令和３年３月３１日以前の入学者の適用については、なお、従前の例による。

この学則は、令和４年４月１日から施行する。

２　別表第Ⅰ「２.総合政策研究科法学専攻」を除く令和４年３月３１日以前の入学者の適用については、なお、従前の例による。

この学則は、令和５年４月１日から施行する。

この学則は、令和６年４月１日から施行する。

２　第２５条及び第３１条の規定に関し、令和５年度以前の入学者については、なお従前の例による。

（別表第Ⅰ）

（別表第Ⅱ）

https://www2.surugadai.ac.jp/kitei/admin/files.php?action_disp&id=180
https://www2.surugadai.ac.jp/kitei/admin/files.php?action_disp&id=120


- 1 - 
 

［別表第Ⅰ］ 

１．心理学研究科 

臨床心理学専攻                            ○は必修科目 

 

科目群 授業科目 単位数 授業科目 単位数 修了要件単位 

基
礎
科
目
群 

 人 格 心 理 学 特 論 

社 会 心 理 学 特 論 

 

老 年 心 理 学 特 論 

２ 

２ 

 

２ 

 認 知 心 理 学 特 論 

教育心理学特論（教育分野に

関する理論と支援の展開） 

心 理 統 計 法 特 論 

２ 

２ 

 

２ 

基礎科目群２科目４

単位以上、基幹科目

群１０科目２２単

位、発展科目群５科

目１４単位以上、合

計４０単位以上を修

得し、かつ修士論文

を提出し、最終試験

（口頭試問）に合格

しなければならな

い。 

基
幹
科
目
群 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

臨床心理学特論Ⅰ 

臨床心理面接特論Ⅰ（心理

支援に関する理論と実践） 

臨床心理査定演習Ⅰ（心理的アセ

スメントに関する理論と実践） 

臨床心理基礎実習 

臨 床 心 理 実 習 Ⅱ 

２ 

２ 

 

２ 

 

４ 

２ 

○ 

○ 

 

〇 

 

○ 

○ 

臨床心理学特論Ⅱ 

臨床心理面接特論Ⅱ 

 

臨床心理査定演習Ⅱ 

 

臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習Ⅰ） 
心 理 実 践 実 習 Ⅱ 

２ 

２ 

 

２ 

 

２ 

２ 

発
展
科
目
群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

臨床心理学研究法特論 

 

 

投 影 法 特 論 

 

 

法 心 理 学 特 論 

矯 正 心 理 学 特 論 

司法臨床心理学特論 

福祉心理学特論（福祉

分野に関する理論と支

援の展開） 

家族心理学特論（家族関

係・集団・地域社会にお

ける心理支援に関する

理論と実践） 
臨床心理学研究Ⅰ  

２ 

 

 

２ 

 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

 

２ 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

精神医学特論（保健医療分

野に関する理論と支援の

展開） 

司法・犯罪心理学特論（司

法・犯罪分野に関する理

論と支援の展開） 

犯 罪 臨 床 特 論 
被 害 者 学 特 論 

犯 罪 心 理 学 演 習 

産業心理学特論（産業・労

働分野に関する理論と支

援の展開） 

心理教育特論（心の健康教

育に関する理論と実践） 
 
 

臨床心理学研究Ⅱ 

２ 

 

 

２ 

 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

 

２ 

 

 

 

４ 
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犯罪心理学専攻                             ○は必修科目 

 

 

科目群 授業科目 単位数 授業科目 単位数 修了要件単位 

基
礎
科
目
群 

 人 格 心 理 学 特 論 

社 会 心 理 学 特 論 

心 理 統 計 法 特 論 

憲 法 特 論 

２ 

２ 

２ 

２ 

 認 知 心 理 学 特 論 

発 達 心 理 学 特 論 

老 年 心 理 学 特 論 

刑 法 特 論 

２ 

２ 

２ 

２ 
基礎科目群２科目４

単位以上、基幹科目群

８科目１６単位、発展

科目群５科目１４単

位以上、合計３４単位

以上を修得し、かつ修

士論文を提出し、最終

試験（口頭試問）に合

格しなければならな

い。 

基
幹
科
目
群 

○ 

○ 

○ 

○ 

犯 罪 心 理 学 原 論 

法 心 理 学 特 論 Ⅱ 

司法臨床心理学特論Ⅱ 

犯罪心理学演習Ⅰ 

２ 

２ 

２ 

２ 

○ 

○ 

○ 

○ 

法 心 理 学 特 論 Ⅰ 

司法臨床心理学特論Ⅰ 

犯 罪 心 理 学 特 論 

犯罪心理学演習Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

発
展
科
目
群 

 

 

 

 

 

○ 

刑 事 政 策 特 論 

供 述 心 理 学 特 論 

捜 査 心 理 学 特 論 

矯 正 心 理 学 特 論 

犯罪心理査定演習 

犯罪心理学研究Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

４ 

 

 

 

 

○ 

宗 教 倫 理 学 特 論 

精 神 病 理 学 特 論 

被 害 者 学 特 論 

更生保護心理学特論 

犯罪心理学研究Ⅰ 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

４ 
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２．総合政策研究科 

法学専攻 

 

 

  

科目群 授業科目 単位数 授業科目 単位数 修了要件単位 

演習科目 法 学 演 習 Ⅰ ４ 法 学 演 習 Ⅱ ４ 
演習科目は、２科目

８単位必修。 

共通科目及び選択科

目の中から２４単位

以上（但し、研究基

礎科目から２単位以

上）、計３２単位以

上を修得し、かつ学

位論文を提出し、最

終試験（口頭試問）

に合格しなければな

らない。 

研究指導教授が教育

研究上必要と認める

場合には、他専攻に

開設されている選択

科目を履修すること

ができる。この場合、

修得単位のうち合計

６単位までを修了要

件の単位に充当する

ことができる。  

共
通
科
目 

研
究
基
礎

科
目 

論 文 作 成 法 

デ ー タ 分 析 基 礎 

２ 

２ 

ラ イ テ ィ ン グ 基 礎 

 

２ 

 

選
択
科
目 

Ａ
群 

憲 法 特 論 

行 政 法 研 究 

商 法 研 究 

都 市 学 研 究 

比 較 法 研 究 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

民 法 特 論 

刑 法 研 究 

政 治 学 研 究 

政 治 外 交 史 研 究 

現 代 法 特 殊 講 義 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

Ｂ
群 

情 報 公 開 法 研 究 

行 政 手 続 法 研 究 

総 則 ・ 物 権 法 研 究 

家 族 法 研 究 

著 作 権 法 研 究 

刑 事 法 研 究 

都 市 政 策  

刑 事 訴 訟 法 研 究 

共 生 社 会 の 法 

被 害 者 学 特 論 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

個 人 情 報 保 護 法 

民 事 手 続 法 研 究 

債 権 法 研 究 

消 費 者 法 研 究 

企 業 法 研 究 

環 境 の 法 政 策 

現代政治・行政研究  

地 域 社 会 の 法 

犯 罪 心 理 学 特 論 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 
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経済・経営学専攻 

 

 

  

科目群 授業科目 単位数 授業科目 単位数 修了要件単位 

演習科目 
経 済 学 演 習 Ⅰ 

経 営 学 演 習 Ⅰ 

４ 

４ 

経 済 学 演 習 Ⅱ 

経 営 学 演 習 Ⅱ 

４ 

４ 

演習科目は、２科目８

単位必修。 

共通科目及び選択科

目の中から２４単位

以上（但し、研究基礎

科目から２単位以上、

選択した分野の選択

科目から１６単位以

上を含む）、計３２単

位以上を修得し、かつ

学位論文を提出し、最

終試験（口頭試問）に

合格しなければなら

ない。 

研究指導教授が教育

研究上必要と認める

場合には、他専攻に開

設されている選択科

目を履修することが

できる。この場合、修

得単位のうち合計６

単位までを修了要件

の単位に充当するこ

とができる。 

共
通
科
目 

研
究
基
礎 

科
目 

論 文 作 成 法 

デ ー タ 分 析 基 礎 

２ 

２ 

ラ イ テ ィ ン グ 基 礎 

 

２ 

 

選
択
科
目 

経
済
分
野 

マ ク ロ 経 済 学 特 論 

計 量 経 済 学 特 論 

国 際 経 済 学 特 論 

経 済 政 策 特 論 

財 政 学 特 論 

日 本 経 済 特 論 

経 済 史 特 論 

ア ジ ア 経 済 特 論 

所 得 税 法 特 論 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

ミ ク ロ 経 済 学 特 論 

公 共 経 済 学 特 論 

金 融 特 論 

社 会 経 済 学 特 論 

租 税 特 論 

地 方 財 政 特 論 

欧 米 経 済 特 論 

法 人 税 法 特 論 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

企
業
経
営
分
野 

経 営 学 特 論 

マ ー ケ テ ィ ン グ 特 論 

人 的 資 源 開 発 特 論 

国 際 経 営 特 論 

データサイエンス特論 

会 計 学 特 論 

制 度 会 計 特 論 

税 務 会 計 特 論 

リ サ ー チ 特 論 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

経 営 戦 略 特 論 

経 営 管 理 特 論 

経 営 史 特 論 

マネジメント・サイエンス特論 

ICTビジネスイノベーション特論 

財 務 会 計 特 論 

国 際 会 計 特 論 

会 計 監 査 特 論 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 
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メディア情報学専攻 

 

 

 

科目群 授業科目 単位数 授業科目 単位数 修了要件単位 

演習科目 メディア情報学演習Ⅰ ４ メディア情報学演習Ⅱ ４ 
演習科目は、２科目

８単位必修。 

共通科目及び選択科

目の中から２４単位

以上（但し、研究基礎

科目から２単位以

上）、計３２単位以上

を修得し、かつ学位

論文を提出し、最終

試験（口頭試問）に合

格しなければならな

い。 

研究指導教授が教育

研究上必要と認める

場合には、他専攻に

開設されている選択

科目を履修すること

ができる。この場合、

修得単位のうち合計

６単位までを修了要

件の単位に充当する

ことができる。 

共
通
科
目 

研
究
基
礎

科
目 

論 文 作 成 法 

デ ー タ 分 析 基 礎 

２ 

２ 

ラ イ テ ィ ン グ 基 礎 

 

２ 

 

選
択
科
目 

メ
デ
ィ
ア
関
連
分
野 

映 像 文 化 論 特 論 

アニメーション文化論特論 

高度デジタル撮影技術特殊研究 

マルチメディア論特論 

情報メディア制作論特論 

音響メディア論特論 

課 題 研 究 Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

音 響 文 化 論 特 論 

マスメディア論特論 

プロダクション特殊研究 

３ＤＣＧ制作特殊研究 

映像メディア論特論 

課 題 研 究 Ⅰ 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

情
報
管
理
関
連
分
野 

映像資料管理論特論 

情報システム特殊研究 

情報ネットワーク特殊研究 

情 報 分 析 特 殊 研 究 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

音響資料管理論特論 

データベース設計特論 

情報処理言語特殊研究 

アーカイブズ学特殊研究 

 

２ 

２ 

２ 

２ 
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[別表第Ⅱ] 

１．入学検定料       ３５，０００円 

  ただし、本学を卒業（卒業見込みの者を含む。）又は修了した者が、本学の大学院を受験

する場合は、入学検定料を免除する。 

 

２．学費納付金 

修 士 課 程 納 付 金 額 

入  学  金 ２６０，０００円 

授  業  料 

春学期 ２７５，０００円 

秋学期 ２７５，０００円 

年 額 ５５０，０００円 

施  設  費 

春学期 １１０，０００円 

秋学期 １１０，０００円 

年 額 ２２０，０００円 

実験･実習費 

春学期 ２５，０００円 

秋学期 ２５，０００円 

年 額 ５０，０００円 

実験・実習費は、心理学研究科臨床心理学専攻生のみ納付するものとする。 

  入学金は、入学時のみ納付するものとする。 

ただし、入学金は、駿河台大学卒業者及び駿河台大学に３年以上在学した者で第１２条第

８号の規定に該当するものは免除とする。 

 

３．学費納付金の額 

学費納付金の額は、物価上昇率等を参考にして毎年定められた額とする。 

 

 


